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議第５９号 

   美濃加茂市健康診査等手数料条例について 

美濃加茂市健康診査等手数料条例を下記のとおり制定する。 

  平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市健康診査等手数料条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市民の健康の保持増進、疾病の早期発見、早期治療及び生活

習慣の改善を目的として、市が実施する健康診査等の手数料を徴収することに関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「健康診査等」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１９条の２に基づき市が実施す

る健康増進事業 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第２０条に基

づき市が国民健康保険被保険者に対して実施する特定健康診査 

(3) その他市が実施する健康診査及び検診 

 （手数料の徴収） 

第３条 手数料を徴収する健康診査等の項目及び手数料の額は、別表のとおりとす

る。 

（徴収の時期等） 

第４条 手数料は、健康診査等を受ける際に、健康診査等を受ける者（以下「受診

者」という。）からこれを徴収する。 

２ 既に納付した手数料は、還付しない。ただし、市長が特に必要があると認めた

ときは、この限りでない。 

（手数料の免除） 

第５条 受診者が次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を免除することが

できる。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯に属する者 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
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特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給

付受給世帯に属する者 

(3) 健康診査等を受診する日の属する年度（４月から６月までに受診する場合は、

当該年度の前年度）において市町村民税非課税世帯に属する者 

(4) 健康診査等を受診する日の属する年度の前年度の３月３１日現在において７

５歳以上の者

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

区分 健康診査等の項目 手数料の額 

第２条第１号の

健康増進事業 

がん検診 規則で定める細目ごとに、１，０００円

の範囲内において規則で定める額 

骨粗しょう症検診 １，０００円の範囲内において規則で定

める額 肝炎ウイルス検診 

歯周疾患検診 

第２条第２号の

特定健康診査 

特定健康診査 

第２条第３号の

市が実施する健

康診査及び検診 

前立腺がん検診 
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議第６０号

美濃加茂市工場立地法に基づく準則を定める条例について

美濃加茂市工場立地法に基づく準則を定める条例を下記のとおり制定する。

平成３０年１１月３０日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

美濃加茂市工場立地法に基づく準則を定める条例

（趣旨）

第１条 この条例は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。）

第４条の２第１項の規定に基づき、法第４条第１項の規定により公表された準則

に代えて適用すべき準則を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例における用語の意義は、法、工場立地法施行規則（昭和４９年大

蔵省、厚生省、農林省、通商産業省、運輸省令第１号）、緑地面積率等に関する

区域の区分ごとの基準（平成１０年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、

運輸省告示第２号）及び都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の例による。

 （区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合）

第３条 この条例を適用する区域の範囲並びに当該区域における緑地及び環境施設

の面積のそれぞれの敷地面積に対する割合は、次の表のとおりとする。

区域 区域の範囲
緑地の面積の敷地面積

に対する割合

環境施設の面積の敷地

面積に対する割合

第２種区域 準工業地域 １００分の１０以上 １００分の１５以上

第３種区域
工業地域及び

工業専用地域
１００分の５以上 １００分の１０以上

第４種区域
用途地域以外

の地域
１００分の５以上 １００分の１０以上

２ 前項に規定する緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑地面積率」とい

う。）の算定において、緑地以外の環境施設以外の施設又は太陽光発電施設と重

複する土地及び建築物屋上等緑化施設については、敷地面積に緑地面積率を乗じ

て得た面積の１００分の５０の割合を超えて緑地面積率の算定に用いる緑地の面

積に算入することができない。
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（特定工場の敷地が２以上の区域にわたる場合の適用）

第４条 特定工場の敷地が前条第１項の表に規定する区域又はこれらの区域以外の

区域（以下「その他区域」という。）のうち２以上の区域にわたる場合において、

同表に規定するいずれかの区域の敷地割合（当該敷地のうちそれぞれの区域に属

する部分の面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）が最も高い場合に

あっては当該敷地の全部について同表の当該区域の項の規定を適用し、その他区

域の敷地割合が最も高い場合にあっては当該敷地の全部について同表の規定を適

用しない。

 （特定工場の敷地が隣接する地方公共団体の区域にわたる場合の適用）

第５条 特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたる場合におけ

るこの条例の規定の適用については、市長が当該地方公共団体の長と協議して定

める。

（環境施設の配置における周辺の地域への配慮）

第６条 特定工場における環境施設の配置は、住宅地との隣接部分等の周辺部に、

当該工場の周辺の地域の土地の利用状況等を勘案し、その地域の生活環境の保持

に最も寄与するように行うものとする。

 （地域活性化への寄与）

第７条 特定工場を設置する者は、雇用等による地域資源の活用及び地域連携に配

慮し、地域の活性化に寄与するよう努めるものとする。

  附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 昭和４９年６月２８日に既に設置され、又は設置のための工事が行われた特定

工場において生産施設の面積の変更（生産施設の面積の減少に係る変更を除く。）

が行われるときは、第３条の規定にかかわらず、工場立地に関する準則（平成１

０年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省告示第１号。以下「法準

則」という。）備考１の二及び三並びに備考３の規定を準用する。この場合にお

いて、法準則備考１の二中「０．２」とあるのは、準工業地域にあっては「０．

１」と、工業地域、工業専用地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．０５」

と、法準則備考１の三中「０．２５」とあるのは、準工業地域にあっては「０．

１５」と、工業地域、工業専用地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．１」

と、法準則備考３の一中「０．２」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１」

と、工業地域、工業専用地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．０５」と、

法準則備考３の二中「０．２５」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１５」

と、工業地域、工業専用地域及び用途地域以外の地域にあっては「０．１」と読

み替えるものとする。
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議第６１号 

   美濃加茂市のぞみ教室の設置及び管理に関する条例について 

美濃加茂市のぞみ教室の設置及び管理に関する条例を下記のとおり制定する。 

  平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市のぞみ教室の設置及び管理に関する条例 

（設置） 

第１条 日本語指導が必要な児童生徒に対して、学校生活で必要な生活指導及び初

期的な日本語の指導を一定期間集中的に行うことで、公立小中学校での学校生活

への適応を図ることを目的として、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和３１年法律第１６２号）第３０条の規定に基づき、美濃加茂市のぞみ教室（以

下「のぞみ教室」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (1) 日本語指導が必要な児童生徒 公立小中学校に在籍し、外国籍等の理由によ

り日本語での日常会話が十分にできない又は日常会話ができても、学年相当の

学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じていると教育委員会が認め

る者をいう。 

 (2) 公立小中学校 美濃加茂市小学校及び中学校の設置等に関する条例（昭和４

０年美濃加茂市条例第９号）第１条の規定により設置された小学校及び中学校

並びに美濃加茂市・富加町中学校組合立双葉中学校をいう。 

 (3) 保護者 親権を行う者（親権を行う者がいないときは、未成年後見人）その

他日本語指導が必要な児童生徒を現に監護する者をいう。 

（位置等） 

第３条 のぞみ教室の位置は、美濃加茂市本郷町一丁目９番８号とする。 

２ 教育委員会は、必要と認めたときは、のぞみ教室に分室を置くことができる。 

（事業） 

第４条 教育委員会は、のぞみ教室において次に掲げる事業を行う。 

 (1) 日本語指導が必要な児童生徒に対する日本の生活様式及び文化に係る生活指
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導並びに学校生活上必要となる日本語指導 

 (2) 保護者に対する教育相談（就学に関する情報提供を含む。） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事業 

 （職員） 

第５条 のぞみ教室に、室長及び必要な職員を置く。 

 （休業日） 

第６条 事業を行わない日（以下「休業日」という。）は、次のとおりとする。た

だし、教育委員会は、特に必要と認めるときは休業日に事業を行い、又は事業を

行う日を休業日とすることができる。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) ７月２１日から８月２８日まで 

(4) １２月２７日から翌年１月６日まで 

(5) ３月２７日から４月６日まで 

（開室時間） 

第７条 のぞみ教室の開室時間は、午前８時３０分から午後４時までとする。ただ

し、教育委員会は、特に必要と認めるときは、これを変更することができる。 

 （定員） 

第８条 のぞみ教室の定員は、教育委員会が別に定める。 

 （事業の対象者） 

第９条 事業の対象者は、市内に住所を有する日本語指導が必要な児童生徒とする。

ただし、教育委員会が特に必要と認めた者については、この限りでない。 

 （入室の決定） 

第１０条 のぞみ教室の入室は、保護者の同意を得て教育委員会が決定する。 

（退室の決定） 

第１１条 のぞみ教室の退室は、日本語指導が必要な児童生徒の状況により教育委

員会が決定する。 

（利用の制限） 

第１２条 教育委員会は、のぞみ教室の事業を利用しようとする者が感染性の疾病

にかかっているときその他管理上適当でないと認めるときは、のぞみ教室の事業

を利用させないことができる。 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、のぞみ教室の管理に関し必要な事項は、

教育委員会規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。 
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 （準備行為） 

２ 第１０条の規定による入室の決定その他必要な準備行為は、この条例の施行前

においても、行うことができる。 
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議第６２号 

美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

の一部を改正する条例について 

美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改

正する条例を下記のとおり制定する。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部

を改正する条例 

（美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正） 

第１条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭

和４２年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議

会の解散による任期終了の日現在）におい

て同項に規定するものが受けるべき報酬月

額及びその額に１００分の２０を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合にお

いては１００分の２１２．５、１２月に支

給する場合においては１００分の２３２．

５を乗じた額に、基準日以前におけるその

者の在職期間の区分に応じて、美濃加茂市

職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃

加茂市条例第２３号）の規定により期末手

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議

会の解散による任期終了の日現在）におい

て同項に規定するものが受けるべき報酬月

額及びその額に１００分の２０を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合にお

いては１００分の２１２．５、１２月に支

給する場合においては１００分の２２７．

５を乗じた額に、基準日以前におけるその

者の在職期間の区分に応じて、美濃加茂市

職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃

加茂市条例第２３号）の規定により期末手
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当を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得

た額とする。 

当を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得

た額とする。 

第２条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議

会の解散による任期終了の日現在）におい

て同項に規定するものが受けるべき報酬月

額及びその額に１００分の２０を乗じて得

た額の合計額に、１００分の２２２．５を

乗じた額に、基準日以前におけるその者の

在職期間の区分に応じて、美濃加茂市職員

の給与に関する条例（昭和２９年美濃加茂

市条例第２３号）の規定により期末手当を

受ける職員（以下「一般職の職員」とい

う。）の例により一定の割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議

会の解散による任期終了の日現在）におい

て同項に規定するものが受けるべき報酬月

額及びその額に１００分の２０を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合にお

いては１００分の２１２．５、１２月に支

給する場合においては１００分の２３２．

５を乗じた額に、基準日以前におけるその

者の在職期間の区分に応じて、美濃加茂市

職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃

加茂市条例第２３号）の規定により期末手

当を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得

た額とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成３１年４月１日 

から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期

末手当に関する条例（次項において「改正後の議員報酬条例」という。）の規定

は、平成３０年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の議員報酬条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による

改正前の美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の

規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の議員報酬条例の規定による期末

手当の内払とみなす。 
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議第６３号 

美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条 

例について 

美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を下記の

とおり制定する。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例（昭和４１年美濃加茂市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、退職、失職又は死亡の日現在）

において職員が受けるべき給料月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、６月に支給する場合においては１

００分の２１２．５、１２月に支給する場

合においては１００分の２３２．５を乗じ

た額に、基準日以前におけるその者の在職

期間の区分に応じて一般職の職員の例によ

り一定の割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、退職、失職又は死亡の日現在）

において職員が受けるべき給料月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、６月に支給する場合においては１

００分の２１２．５、１２月に支給する場

合においては１００分の２２７．５を乗じ

た額に、基準日以前におけるその者の在職

期間の区分に応じて一般職の職員の例によ

り一定の割合を乗じて得た額とする。 

第２条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 
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第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、退職、失職又は死亡の日現在）

において職員が受けるべき給料月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、１００分の２２２．５を乗じた額

に、基準日以前におけるその者の在職期間

の区分に応じて一般職の職員の例により一

定の割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日

現在（同項後段に規定する者にあつては、

任期満了、退職、失職又は死亡の日現在）

において職員が受けるべき給料月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、６月に支給する場合においては１

００分の２１２．５、１２月に支給する場

合においては１００分の２３２．５を乗じ

た額に、基準日以前におけるその者の在職

期間の区分に応じて一般職の職員の例によ

り一定の割合を乗じて得た額とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成３１年４月１日 

から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例

（次項において「改正後の特別職給与条例」という。）の規定は、平成３０年１

２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の特別職給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定によ

る改正前の美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の規定に基づいて支

給された期末手当は、改正後の特別職給与条例の規定による期末手当の内払とみ

なす。 
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議第６４号 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定す

る。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃加茂市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（宿日直手当） （宿日直手当） 

第１９条 宿日直勤務を命ぜられた職員に

は、その勤務１回につき、４，４００円を

超えない範囲内において別に市の規則で定

める額を宿日直手当として支給する。 

第１９条 宿日直勤務を命ぜられた職員に

は、その勤務１回につき、４，２００円を

超えない範囲内において別に市の規則で定

める額を宿日直手当として支給する。 

２ 前項の宿日直勤務のうち常直的な宿日直

勤務を命ぜられた職員には、その勤務に対

して２２，０００円を超えない範囲内にお

いて市の規則で定める月額の宿日直手当を

支給する。 

２ 前項の宿日直勤務のうち常直的な宿日直

勤務を命ぜられた職員には、その勤務に対

して２１，０００円を超えない範囲内にお

いて市の規則で定める月額の宿日直手当を

支給する。 

３ （略） ３ （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 期末手当は、６月１日及び１２月

１日（以下この条から第２０条の３までに

おいてこれらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員に対して、それぞ

れ基準日の属する月の市の規則で定める日

第２０条 期末手当は、６月１日及び１２月

１日（以下この条から第２０条の３まで及

び附則第７項第２号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対して、それぞれ基準日の属する月
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（次条及び第２０条の３においてこれらの

日を「支給日」という。）に支給する。こ

れらの基準日前１箇月以内に退職し、若し

くは法第１６条第１号に該当して同法第２

８条第４項の規定により失職し、又は死亡

した職員（第２３条第７項の規定の適用を

受ける職員及び市の規則で定める職員を除

く。）についても同様とする。 

の市の規則で定める日（次条及び第２０条

の３においてこれらの日を「支給日」とい

う。）に支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職し、若しくは法第１６条第１

号に該当して同法第２８条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（第２３条

第７項の規定の適用を受ける職員及び市の

規則で定める職員を除く。）についても同

様とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１３７．５を乗じて得た額（

給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が６級以上であるもの（これらの職員のう

ち、市の規則で定める職員に限る。第２１

条において「特定管理職員」という。）に

あつては６月に支給する場合においては１

００分の１０２．５、１２月に支給する場

合においては１００分の１１７．５を乗じ

て得た額）に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

 (1)～(4) （略） 

３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれそ

の基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあつては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）にお

いて職員が受けるべき給料（育児短時間勤

務職員等にあつては、給料の月額を算出率

で除して得た額）及び扶養手当の月額並び

にこれらに対する地域手当の月額の合計額

とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１３７．５を乗じて得た額（

給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が６級以上であるもの（これらの職員のう

ち、市の規則で定める職員に限る。第２１

条及び附則第１０項において「特定管理職

員」という。）にあつては６月に支給する

場合においては１００分の１０２．５、１

２月に支給する場合においては１００分の

１１７．５を乗じて得た額）に、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 (1)～(4) （略） 

３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれそ

の基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあつては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在。附則

第７項第２号において同じ。）において職

員が受けるべき給料（育児短時間勤務職員

等にあつては、給料の月額を算出率で除し

て得た額）及び扶養手当の月額並びにこれ

らに対する地域手当の月額の合計額とす

る。 
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５ （略） ５ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 勤勉手当は６月１日及び１２月１

日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対し、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の勤務成績に応じて、それぞれ

基準日の属する月の市の規則で定める日に

支給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、若しくは法第１６条第１号に該当

して同法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡した職員（市の規則で定める

職員を除く。）についても同様とする。 

第２１条 勤勉手当は６月１日及び１２月１

日（以下この条及び附則第７項第３号にお

いてこれらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員に対し、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の勤務成

績に応じて、それぞれ基準日の属する月の

市の規則で定める日に支給する。これらの

基準日前１箇月以内に退職し、若しくは法

第１６条第１号に該当して同法第２８条第

４項の規定により失職し、又は死亡した職

員（市の規則で定める職員を除く。）につ

いても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が市の規則で定める基準に従つて定

める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の

額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各

号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が市の規則で定める基準に従つて定

める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の

額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各

号に定める額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職

員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあ

つては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項において同じ。）

において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を

加算した額に、６月に支給する場合にお

いては１００分の９０（特定管理職員に

あつては、１００分の１１０）、１２月

に支給する場合においては１００分の９

５（特定管理職員にあつては、１００分

の１１５）を乗じて得た額の総額 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職

員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあ

つては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項及び附則第７項第

３号において同じ。）において受けるべ

き扶養手当の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額を加算した額に、１

００分の９０（特定管理職員にあつて

は、１００分の１１０）を乗じて得た額

の総額 

- 14 -



(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再

任用職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の４２．

５（特定管理職員にあつては、１００分

の５２．５）、１２月に支給する場合に

おいては１００分の４７．５（特定管理

職員にあつては、１００分の５７．５）

を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再

任用職員の勤勉手当基礎額に１００分の

４２．５（特定管理職員にあつては、１

００分の５２．５）を乗じて得た額の総

額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

附 則 附 則 

１～６ （略） １～６ （略） 

 ７ 平成３０年３月３１日までの間、職員（

次の表の給料表欄に掲げる給料表の適用を

受ける職員（再任用職員を除く。）のう

ち、その職務の級が次の表の職務の級欄に

掲げる職務の級以上である者であつてその

号給がその職務の級における最低の号給で

ないものに限る。以下この項及び次項にお

いて「特定職員」という。）に対する次に

掲げる給与の支給に当たつては、当該特定

職員が５５歳に達した日後における最初の

４月１日（特定職員以外の者が５５歳に達

した日後における最初の４月１日後に特定

職員となつた場合にあつては、特定職員と

なつた日）以後、次の各号に掲げる給与の

額から、それぞれ当該各号に定める額に相

当する額を減ずる。 

 (1) 給料月額 当該特定職員の給料月額（

当該特定職員が附則第５項の規定の適用

を受ける者である場合にあつては、同項

本文の規定により半額を減ぜられた給料

月額。以下同じ。）に１００分の１．５

を乗じて得た額（当該特定職員の給料月

額に１００分の９８．５を乗じて得た額

が、当該特定職員の属する職務の級にお
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ける最低の号給の給料月額（当該特定職

員が同項の規定の適用を受ける者である

場合にあつては、当該最低の号給の給料

月額からその半額を減じた額。以下この

号において同じ。）に達しない場合（以

下この項、附則第９項及び第１０項にお

いて「最低号給に達しない場合」とい

う。）にあっては、当該特定職員の給料

月額から当該特定職員の属する職務の級

における最低の号給の給料月額を減じた

額（以下この項及び附則第９項において

「給料月額減額基礎額」という。）） 

 (2) 期末手当 それぞれその基準日現在に

おいて当該特定職員が受けるべき給料月

額（第２０条第５項の規定の適用を受け

る職員にあつては、当該給料月額に、当

該給料月額に同項に規定する１００分の

２０を超えない範囲内で市の規則で定め

る割合を乗じて得た額を加算した額）

に、当該特定職員に支給される期末手当

に係る同条第２項各号列記以外の部分に

規定する割合を乗じて得た額に、当該特

定職員に支給される期末手当に係る同項

各号に定める割合を乗じて得た額に、１

００分の１．５を乗じて得た額（最低号

給に達しない場合にあつては、それぞれ

その基準日現在において当該特定職員が

受けるべき給料月額減額基礎額（同条第

５項の規定の適用を受ける職員にあつて

は、当該給料月額に、当該給料月額に同

項に規定する１００分の２０を超えない

範囲内で市の規則で定める割合を乗じて

得た額を加算した額）に、当該特定職員

に支給される期末手当に係る同条第２項

各号列記以外の部分に規定する割合を乗

じて得た額に、当該特定職員に支給され
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る期末手当に係る同項各号に定める割合

を乗じて得た額） 

 (3) 勤勉手当 それぞれその基準日現在に

おいて当該特定職員が受けるべき給料月

額（第２１条第４項において準用する第

２０条第５項の規定の適用を受ける職員

にあつては、当該給料月額に、当該給料

月額に同項に規定する１００分の２０を

超えない範囲内で市の規則で定める割合

を乗じて得た額を加算した額。附則第１

０項において「勤勉手当減額対象額」と

いう。）に、当該特定職員に支給される

勤勉手当に係る第２１条第２項前段に規

定する割合を乗じて得た額に１００分の

１．５を乗じて得た額（最低号給に達し

ない場合にあつては、それぞれその基準

日現在において当該特定職員が受けるべ

き給料月額減額基礎額（同条第４項にお

いて準用する第２０条第５項の規定の適

用を受ける職員にあつては、当該給料月

額に、当該給料月額に同項に規定する１

００分の２０を超えない範囲内で市の規

則で定める割合を乗じて得た額を加算し

た額。附則第１０項において「勤勉手当

減額基礎額」という。）に、当該特定職

員に支給される勤勉手当に係る第２１条

第２項前段に規定する割合を乗じて得た

額） 

 (4) 第２３条第１項から第４項まで又は第

７項の規定により支給される給与 当該

特定職員に適用される次に掲げる規定の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 イ 第２３条第１項 前各号に定める額 

 ロ 第２３条第２項又は第３項 第１号

及び第２号に定める額に１００分の８

０を乗じて得た額 
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 ハ 第２３条第４項 第１号に定める額

に、同項の規定により当該特定職員に

支給される給与に係る割合を乗じて得

た額 

 ニ 第２３条第７項 第２号に定める額

に１００分の８０を乗じて得た額 

給料表 職務の級 

別表第１ ６級 

 ８ 前項に規定するもののほか、特定職員以

外の者が月の初日以外の日に特定職員とな

つた場合における同項の減ずる額の計算そ

の他同項の規定の実施に関し必要な事項

は、市の規則で定める。 

 ９ 附則第７項の規定により給与が減ぜられ

て支給される職員についての第１４条から

第１７条までに規定する勤務一時間当たり

の給与額は、第１８条の規定にかかわら

ず、同条の規定により算出した給与額か

ら、給料月額に１２を乗じ、その額を１週

間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので

除して得た額に１００分の１．５を乗じて

得た額（最低号給に達しない場合にあつて

は、給料月額減額基礎額に１２を乗じ、そ

の額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗

じたもので除して得た額）に相当する額を

減じた額とする。 

１０ 附則第７項の規定が適用される間、第

２１条第２項第１号に定める額は、同号の

規定にかかわらず、同号の規定により算出

した額から、同号に掲げる職員で附則第７

項の規定により給与が減ぜられて支給され

るものの勤勉手当減額対象額に６月に支給

する場合においては１００分の１．２７５

（特定管理職員にあつては、１００分の

１．５７５）、１２月に支給する場合にお
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別表第１（第３条関係） 

【別表第１（改正後）】 

いては１００分の１．４２５（特定管理職

員にあつては、１００分の１．７２５）を

乗じて得た額（最低号給に達しない場合に

あつては、勤勉手当減額基礎額に６月に支

給する場合においては１００分の８５（特

定管理職員にあつては、１００分の１０

５）、１２月に支給する場合においては１

００分の９５（特定管理職員にあつては、

１００分の１１５）を乗じて得た額）の総

額に相当する額を減じた額とする。 

別表第１（第３条関係） 

【別表第１（改正前）】 

【別表第１（改正前）】 

 給料表 

（単位:円） 

職

員

の

区

分 

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

1 142,600 192,700 228,900 262,000 288,000 318,500 362,300

2 143,700 194,500 230,500 263,900 290,200 320,700 364,900

3 144,900 196,300 232,000 265,700 292,500 323,000 367,400

4 146,000 198,100 233,600 267,800 294,600 325,200 370,000

5 147,100 199,700 235,100 269,600 296,600 327,400 371,900

6 148,200 201,500 236,800 271,500 298,900 329,400 374,400

7 149,300 203,300 238,300 273,400 301,200 331,600 376,700

8 150,400 205,100 239,900 275,500 303,400 333,800 379,200

9 151,500 206,800 241,200 277,600 305,400 335,800 381,700

10 152,900 208,600 242,700 279,600 307,700 338,000 384,400

11 154,200 210,400 244,300 281,700 309,900 340,000 387,000

12 155,500 212,200 245,700 283,700 312,200 342,200 389,700

13 156,800 213,600 247,200 285,700 314,300 344,000 392,100

14 158,300 215,400 248,700 287,800 316,400 346,000 394,400

15 159,800 217,100 250,000 289,800 318,600 348,100 396,600
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16 161,400 218,900 251,400 291,800 320,700 350,100 399,000

17 162,700 220,600 252,900 293,700 322,700 351,800 400,800

18 164,200 222,300 254,600 295,700 324,700 353,800 402,800

19 165,700 223,900 256,300 297,800 326,700 355,600 404,700

20 167,200 225,500 258,100 299,800 328,700 357,500 406,500

21 168,600 227,000 259,700 301,800 330,500 359,500 408,400

22 171,300 228,700 261,500 303,900 332,600 361,400 410,200

23 173,900 230,300 263,200 305,900 334,600 363,400 412,000

24 176,500 231,900 264,900 308,000 336,700 365,300 413,900

25 179,200 233,100 266,900 309,700 338,100 367,300 415,700

26 180,900 234,600 268,800 311,800 340,000 369,200 417,200

27 182,600 236,000 270,600 313,800 341,900 371,200 418,700

28 184,300 237,300 272,400 315,800 343,800 373,200 420,300

29 185,800 238,600 274,100 317,600 345,500 374,700 421,900

30 187,600 239,800 276,000 319,600 347,400 376,500 423,200

31 189,400 240,800 277,900 321,700 349,300 378,300 424,500

32 191,100 242,000 279,600 323,800 351,100 379,900 425,700

33 192,700 243,300 281,200 325,100 353,000 381,700 426,900

34 194,200 244,500 283,100 327,100 354,800 383,100 428,200

35 195,700 245,700 284,900 329,000 356,600 384,600 429,500

36 197,200 247,000 286,800 331,100 358,300 386,200 430,700

37 198,500 247,900 288,400 333,000 359,700 387,600 431,900

38 199,800 249,300 290,100 334,900 361,000 388,800 432,700

39 201,100 250,700 291,900 336,900 362,400 390,000 433,500

40 202,400 252,200 293,700 338,800 363,800 391,100 434,300

41 203,700 253,600 295,300 340,700 365,100 392,200 434,900

42 205,000 255,000 297,000 342,600 366,000 393,400 435,600

43 206,300 256,400 298,500 344,400 367,100 394,600 436,300

44 207,600 257,700 300,100 346,300 368,200 395,700 437,000

45 208,800 258,900 301,700 347,800 369,000 396,400 437,800

46 210,100 260,200 303,400 349,200 369,900 397,100 438,600

47 211,400 261,600 305,000 350,700 370,800 397,800 439,000

48 212,700 262,900 306,700 352,200 371,700 398,500 439,700

49 213,800 264,100 307,700 353,800 372,600 399,100 440,200

50 214,900 265,200 309,200 354,600 373,400 399,700 440,600

51 215,900 266,500 310,700 355,800 374,200 400,200 441,000

- 20 -



52 217,000 267,800 312,300 356,800 375,000 400,600 441,400

53 218,100 268,800 313,900 357,700 375,700 401,000 441,800

54 219,100 269,900 315,500 358,800 376,400 401,300 442,200

55 220,000 271,200 317,100 359,700 377,100 401,600 442,600

56 221,000 272,500 318,600 360,800 377,800 401,900 442,900

57 221,500 273,500 320,100 361,700 378,300 402,200 443,200

58 222,400 274,500 321,300 362,400 378,900 402,500 443,600

59 223,200 275,400 322,500 363,100 379,500 402,800 443,900

60 224,100 276,500 323,700 363,800 380,200 403,100 444,200

61 224,800 277,600 324,400 364,200 380,600 403,400 444,500

62 225,800 278,600 325,300 364,800 381,300 403,700

63 226,600 279,500 326,100 365,500 381,900 404,000

64 227,500 280,500 326,900 366,200 382,500 404,300

65 228,200 281,100 327,800 366,500 382,900 404,600

66 229,000 282,000 328,200 367,200 383,500 404,900

67 229,900 282,700 328,900 367,900 384,100 405,200

68 231,000 283,600 329,700 368,600 384,700 405,500

69 231,700 284,600 330,500 368,900 385,100 405,700

70 232,400 285,400 331,200 369,500 385,600 406,000

71 233,000 286,200 331,900 370,200 386,100 406,300

72 233,800 287,000 332,600 370,800 386,700 406,600

73 234,600 287,800 333,100 371,100 387,000 406,800

74 235,300 288,300 333,700 371,700 387,400 407,100

75 236,000 288,700 334,200 372,400 387,800 407,400

76 236,600 289,200 334,800 373,000 388,200 407,600

77 237,300 289,300 335,100 373,400 388,500 407,800

78 238,100 289,700 335,600 373,900 388,800 408,100

79 238,900 289,900 336,000 374,500 389,100 408,400

80 239,600 290,300 336,500 375,000 389,400 408,600

81 240,200 290,500 336,900 375,500 389,600 408,800

82 240,900 290,700 337,400 376,100 389,900 409,100

83 241,600 291,100 337,900 376,600 390,200 409,400

84 242,300 291,400 338,400 376,900 390,400 409,600

85 242,900 291,700 338,700 377,300 390,600 409,800

86 243,600 292,000 339,100 377,800 390,900

87 244,300 292,300 339,600 378,200 391,200

- 21 -



88 245,000 292,700 340,000 378,600 391,400

89 245,600 293,000 340,300 379,000 391,600

90 246,100 293,400 340,700 379,500 391,900

91 246,400 293,700 341,200 379,900 392,200

92 246,800 294,100 341,600 380,300 392,400

93 247,100 294,200 341,800 380,600 392,600

94  294,400 342,200

95  294,800 342,700

96  295,200 343,100

97 295,400 343,200

98  295,700 343,700

99  296,100 344,100

100  296,500 344,400

101 296,700 344,700

102  297,000 345,100

103  297,400 345,500

104  297,700 345,900

105 297,900 346,400

106  298,200 346,800

107  298,600 347,200

108  298,900 347,600

109 299,100 348,100

110  299,500 348,500

111  299,900 348,800

112  300,200 349,100

113 300,300 349,600

114  300,600

115  300,900

116  301,300

117 301,500

118  301,700

119  302,000

120  302,300

121 302,700

122  302,900

123  303,200
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124  303,500

125  303,800

再

任

用

職

員 

187,300 214,800 254,800 274,200 289,300 314,700 356,400

【別表第１（改正後）】 

 給料表 

（単位:円） 

職

員

の

区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員

1 144,100 194,000 230,000 263,000 288,900 319,200 362,900

2 145,200 195,800 231,600 264,900 291,100 321,400 365,500

3 146,400 197,600 233,100 266,700 293,400 323,700 367,900

4 147,500 199,400 234,700 268,800 295,500 325,900 370,500

5 148,600 200,900 236,100 270,500 297,400 328,100 372,400

6 149,700 202,700 237,800 272,400 299,700 330,100 374,900

7 150,800 204,500 239,300 274,300 302,000 332,300 377,200

8 151,900 206,300 240,900 276,400 304,200 334,500 379,700

9 153,000 207,900 242,100 278,400 306,100 336,400 382,100

10 154,400 209,700 243,600 280,400 308,400 338,600 384,800

11 155,700 211,500 245,200 282,500 310,600 340,600 387,400

12 157,000 213,300 246,600 284,500 312,900 342,800 390,100

13 158,300 214,700 248,100 286,500 315,000 344,600 392,500

14 159,800 216,500 249,600 288,600 317,100 346,600 394,800

15 161,300 218,200 250,900 290,600 319,300 348,600 397,000

16 162,900 220,000 252,300 292,600 321,400 350,600 399,400

17 164,200 221,700 253,800 294,400 323,300 352,300 401,200

18 165,700 223,400 255,400 296,400 325,300 354,300 403,200

19 167,200 225,000 257,100 298,500 327,300 356,100 405,100

20 168,700 226,600 258,900 300,500 329,300 358,000 406,900

- 23 -



21 170,100 228,000 260,500 302,400 331,000 359,900 408,800

22 172,800 229,700 262,300 304,500 333,100 361,800 410,600

23 175,400 231,300 264,000 306,500 335,100 363,800 412,400

24 178,000 232,900 265,700 308,600 337,200 365,700 414,300

25 180,700 234,000 267,600 310,300 338,600 367,700 416,100

26 182,400 235,500 269,500 312,400 340,500 369,600 417,600

27 184,000 236,900 271,300 314,400 342,400 371,600 419,100

28 185,700 238,200 273,100 316,400 344,300 373,600 420,700

29 187,200 239,500 274,800 318,100 345,900 375,100 422,300

30 188,900 240,700 276,700 320,100 347,800 376,900 423,600

31 190,700 241,700 278,600 322,200 349,700 378,700 424,900

32 192,400 242,900 280,300 324,300 351,500 380,300 426,100

33 194,000 244,200 281,800 325,500 353,400 382,100 427,300

34 195,400 245,300 283,700 327,500 355,200 383,500 428,600

35 196,900 246,500 285,500 329,400 357,000 385,000 429,900

36 198,400 247,800 287,400 331,500 358,700 386,600 431,100

37 199,700 248,700 289,000 333,400 360,100 388,000 432,300

38 201,000 250,100 290,700 335,300 361,400 389,200 433,100

39 202,200 251,500 292,500 337,300 362,800 390,400 433,900

40 203,500 252,900 294,300 339,200 364,200 391,500 434,700

41 204,800 254,300 295,800 341,100 365,500 392,600 435,300

42 206,100 255,700 297,500 343,000 366,400 393,800 436,000

43 207,400 257,100 299,000 344,800 367,500 395,000 436,700

44 208,700 258,400 300,600 346,700 368,600 396,100 437,400

45 209,800 259,600 302,200 348,200 369,400 396,800 438,200

46 211,100 260,900 303,900 349,600 370,300 397,500 439,000

47 212,400 262,300 305,500 351,100 371,200 398,200 439,400

48 213,700 263,600 307,200 352,600 372,100 398,900 440,100

49 214,800 264,700 308,100 354,200 373,000 399,500 440,600

50 215,900 265,800 309,600 355,000 373,800 400,100 441,000

51 216,900 267,100 311,100 356,200 374,600 400,600 441,400

52 218,000 268,400 312,700 357,200 375,400 401,000 441,800

53 219,100 269,400 314,300 358,100 376,100 401,400 442,200

54 220,100 270,500 315,900 359,200 376,800 401,700 442,600

55 221,000 271,800 317,500 360,100 377,500 402,000 443,000

56 222,000 273,100 319,000 361,200 378,200 402,300 443,300
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57 222,400 274,000 320,500 362,100 378,700 402,600 443,600

58 223,300 275,000 321,700 362,800 379,300 402,900 444,000

59 224,100 275,900 322,900 363,500 379,900 403,200 444,300

60 224,900 277,000 324,100 364,200 380,600 403,500 444,600

61 225,600 278,100 324,800 364,600 381,000 403,800 444,900

62 226,600 279,100 325,700 365,200 381,700 404,100

63 227,400 280,000 326,500 365,900 382,300 404,400

64 228,300 281,000 327,300 366,600 382,900 404,700

65 229,000 281,500 328,200 366,900 383,300 405,000

66 229,800 282,400 328,600 367,600 383,900 405,300

67 230,700 283,100 329,300 368,300 384,500 405,600

68 231,700 284,000 330,100 369,000 385,100 405,900

69 232,400 285,000 330,900 369,300 385,500 406,100

70 233,100 285,800 331,600 369,900 386,000 406,400

71 233,700 286,600 332,300 370,600 386,500 406,700

72 234,500 287,400 333,000 371,200 387,100 407,000

73 235,300 288,200 333,500 371,500 387,400 407,200

74 236,000 288,700 334,100 372,100 387,800 407,500

75 236,700 289,100 334,600 372,800 388,200 407,800

76 237,300 289,600 335,200 373,400 388,600 408,000

77 238,000 289,800 335,500 373,800 388,900 408,200

78 238,800 290,100 336,000 374,300 389,200 408,500

79 239,600 290,300 336,400 374,900 389,500 408,800

80 240,300 290,700 336,900 375,400 389,800 409,000

81 240,800 290,900 337,300 375,900 390,000 409,200

82 241,500 291,100 337,800 376,500 390,300 409,500

83 242,200 291,500 338,300 377,000 390,600 409,800

84 242,900 291,800 338,800 377,300 390,800 410,000

85 243,500 292,100 339,100 377,700 391,000 410,200

86 244,200 292,400 339,500 378,200 391,300

87 244,900 292,700 340,000 378,600 391,600

88 245,600 293,100 340,400 379,000 391,800

89 246,100 293,400 340,700 379,400 392,000

90 246,600 293,800 341,100 379,900 392,300

91 246,900 294,100 341,600 380,300 392,600

92 247,300 294,500 342,000 380,700 392,800
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93 247,600 294,700 342,200 381,000 393,000

94  294,900 342,600

95  295,200 343,100

96  295,600 343,500

97 295,800 343,700

98  296,100 344,100

99  296,500 344,500

100  296,900 344,800

101 297,100 345,100

102  297,400 345,500

103  297,800 345,900

104  298,100 346,300

105 298,300 346,800

106  298,600 347,200

107  299,000 347,600

108  299,300 348,000

109 299,500 348,500

110  299,900 348,900

111  300,300 349,200

112  300,600 349,500

113 300,800 350,000

114  301,000

115  301,300

116  301,700

117 301,900

118  302,100

119  302,400

120  302,700

121 303,100

122  303,300

123  303,600

124  303,900

125  304,200

再

任

用

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800
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職

員

第２条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の減額等） (給与の減額等) 

第１４条 （略） 

２ 次の各号に掲げるものに相当する金額は、

職員に給与が支給される際当該給与から控除

するものとする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 本人が希望し、かつ、市長が必要と認め

る市の事業に係る自己負担金 

第１４条 （略） 

２ 次の各号に掲げるものに相当する金額

は、職員に給与が支給される際当該給与か

ら控除するものとする。 

(1)～(4) （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１０

０分の１３０を乗じて得た額（給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が６級以上であ

るもの（これらの職員のうち、市の規則で定

める職員に限る。第２１条において「特定管

理職員」という。）にあつては１００分の１

１０を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１３７．５を乗じて得た額（

給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が６級以上であるもの（これらの職員のう

ち、市の規則で定める職員に限る。第２１

条において「特定管理職員」という。）に

あつては６月に支給する場合においては１

００分の１０２．５、１２月に支給する場

合においては１００分の１１７．５を乗じ

て得た額）に、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１３０」とある

のは「１００分の７２．５」と、「１００分

の１１０」とあるのは「１００分の６２．

５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１２２．

５」とあるのは「１００分の６５」と、「

１００分の１３７．５」とあるのは「１０

０分の８０」と、「１００分の１０２．

５」とあるのは「１００分の５５」と、「
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１００分の１１７．５」とあるのは「１０

０分の７０」とする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市の規則で定める基準に従つて定める

割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、そ

の者に所属する次の各号に掲げる職員の区分

ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額

を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が市の規則で定める基準に従つて定

める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の

額の、その者に所属する次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各

号に定める額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員

 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員が

それぞれその基準日現在（退職し、若しく

は失職し、又は死亡した職員にあつては、

退職し、若しくは失職し、又は死亡した日

現在。次項において同じ。）において受け

るべき扶養手当の月額及びこれに対する地

域手当の月額の合計額を加算した額に、１

００分の９２．５（特定管理職員にあつて

は、１００分の１１２．５）を乗じて得た

額の総額 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職

員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあ

つては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項において同じ。）

において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を

加算した額に、６月に支給する場合にお

いては１００分の９０（特定管理職員に

あつては、１００分の１１０）、１２月

に支給する場合においては１００分の９

５（特定管理職員にあつては、１００分

の１１５）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任

用職員の勤勉手当基礎額に１００分の４５

（特定管理職員にあつては、１００分の５

５）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再

任用職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の４２．

５（特定管理職員にあつては、１００分

の５２．５）、１２月に支給する場合に

おいては１００分の４７．５（特定管理

職員にあつては、１００分の５７．５）

を乗じて得た額の総額 
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３～５ （略） 

別表第２（第３条関係） 

  級別基準職務表 

級 基準となる職務 

（略） 

４ 係長の職務 

５ 課長補佐の職務 

６ 課長の職務 

７ 部長の職務 

３～５ （略） 

別表第２（第３条関係） 

  級別基準職務表 

級 基準となる職務 

（略） 

４ 係長の職務又は係長の職務に相当する

職務 

５ 課長補佐の職務又は課長補佐の職務に

相当する職務 

６ 課長の職務又は課長の職務に相当する

職務 

７ 部長の職務又は部長の職務に相当する

職務 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成３１年４月１日 

から施行する。 

２ 第１条の規定（美濃加茂市職員の給与に関する条例（以下「給与条例」とい

う。）第１９条及び別表第１の改正に限る。）による改正後の給与条例（次項に

おいて「改正後の給与条例」という。）の規定は、平成３０年４月１日から適用

し、第１条の規定（給与条例第２１条第２項の改正に限る。）による改正後の給

与条例の規定は、平成３０年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 改正後の給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正

前の美濃加茂市職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、改

正後の給与条例の規定による給与の内払とみなす。 
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議第６５号 

美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正す 

る条例について 

美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例を下

記のとおり制定する。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２６年美濃加

茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第

１項中「管理職員が」とあるのは「管理職

員（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例（平成２６年美濃加茂市条

例第２号）第７条第１項に規定する特定任

期付職員を含む。）」と、給与条例第２０

条第２項中「１００分の１２２．５」とあ

るのは「１００分の１６５」と、「１００

分の１３７．５」とあるのは「１００分の

１７０」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第

１項中「管理職員が」とあるのは「管理職

員（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例（平成２６年美濃加茂市条

例第２号）第７条第１項に規定する特定任

期付職員を含む。）」と、給与条例第２０

条第２項中「１００分の１２２．５」とあ

るのは「１００分の１６５」と、「１００

分の１３７．５」とあるのは「１００分の

１６５」とする。 

別表（第７条関係） 別表（第７条関係） 

特定任期付職員給料表 特定任期付職員給料表 
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号給 給料月額 

１ ３７４，０００

２ ４２２，０００

３ ４７２，０００

４ ５３３，０００

５ ６０８，０００

６ ７１０，０００

号給 給料月額 

１ ３７３，０００

２ ４２１，０００

３ ４７１，０００

４ ５３２，０００

５ ６０７，０００

６ ７０９，０００

第２条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第

１項中「管理職員が」とあるのは「管理職

員（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例（平成２６年美濃加茂市条

例第２号）第７条第１項に規定する特定任

期付職員を含む。）」と、給与条例第２０

条第２項中「１００分の１３０」とあるの

は「１００分の１６７．５」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第

１項中「管理職員が」とあるのは「管理職

員（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例（平成２６年美濃加茂市条

例第２号）第７条第１項に規定する特定任

期付職員を含む。）」と、給与条例第２０

条第２項中「１００分の１２２．５」とあ

るのは「１００分の１６５」と、「１００

分の１３７．５」とあるのは「１００分の

１７０」とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成３１年４月１日 

から施行する。 

２ 第１条の規定（美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（以下「

任期付職員条例」という。）第９条第２項の改正を除く。）による改正後の任期

付職員条例（次項において「改正後の任期付職員条例」という。）の規定は、平

成３０年４月１日から適用し、第１条の規定（任期付職員条例第９条第２項の改

正に限る。）による改正後の任期付職員条例の規定は、平成３０年１２月１日か

ら適用する。 

（給与の内払） 

- 31 -



３ 改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定によ

る改正前の美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づい

て支給された給与は、改正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。 
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議第６６号  

美濃加茂市水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技 

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の

資格基準に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理

者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の

資格基準に関する条例（平成２４年美濃加茂市条例第４０号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項の条例で定める資

格は、次のとおりとする。 

第３条 法第１２条第２項の条例で定める資

格は、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 学校教育法による短期大学（同法による

専門職大学の前期課程を含む。）若しくは

高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６

年勅令第６１号）による専門学校において

土木科又はこれに相当する課程を修めて

卒業した後（同法による専門職大学の前期

課程にあっては、修了した後）、５年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

(3) 学校教育法による短期大学若しくは高

等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年

勅令第６１号）による専門学校において土

木科又はこれに相当する課程を修めて卒

業した後、５年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者 

(4)・(5) （略） 

(6) 第１号又は第２号の卒業者であって、学

(4)・(5) （略） 

(6) 第１号又は第２号の卒業者であって、学
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校教育法に基づく大学院研究科において1

年以上衛生工学若しくは水道工学に関す

る課程を専攻した後、又は大学の専攻科に

おいて衛生工学若しくは水道工学に関す

る専攻を修了した後、第１号の卒業者にあ

っては１年以上、第２号の卒業者にあって

は２年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者 

(7) （略） 

(8) 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第

４条第１項の規定による第２次試験のう

ち上下水道部門に合格した者（選択科目と

して上水道及び工業用水道を選択したも

のに限る。）であって、１年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有す

る者 

校教育法による大学院研究科において1年

以上衛生工学若しくは水道工学に関する

課程を専攻した後、又は大学の専攻科にお

いて衛生工学若しくは水道工学に関する

専攻を修了した後、第１号の卒業者にあっ

ては１年以上、第２号の卒業者にあっては

２年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

(7) （略） 

(8) 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第

４条第１項の規定による第２次試験のう

ち上下水道部門に合格した者（選択科目と

して上水道及び工業用水道又は水道環境

を選択したものに限る。）であって、１年

以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項の条例で定める資

格は、次のとおりとする。 

第４条 法第１９条第３項の条例で定める資

格は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において土木工学以外の工学、理

学、農学、医学若しくは薬学に関する学科

目又はこれらに相当する学科目を修めて

卒業した後（学校教育法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した後）、同

条第１号に規定する学校を卒業した者に

ついては４年以上、同条第３号に規定する

学校を卒業した者（同法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した者）につ

いては６年以上、同条第４号に規定する学

校を卒業した者については８年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者 

(2) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において土木工学以外の工学、理

学、農学、医学若しくは薬学に関する学科

目又はこれらに相当する学科目を修めて

卒業した後、同条第１号に規定する学校を

卒業した者については４年以上、同条第３

号に規定する学校を卒業した者について

は６年以上、同条第４号に規定する学校を

卒業した者については８年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有す

る者 

(3) （略） (3) （略） 
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(4) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において、工学、理学、農学、医学

及び薬学に関する学科目並びにこれらに

相当する学科目以外の学科目を修めて卒

業した（当該学科目を修めて学校教育法に

基づく専門職大学の前期課程（以下この号

において「専門職大学前期課程」という。）

を修了した場合を含む。）後、同条第１号

に規定する学校の卒業者については５年

以上、同条第３号に規定する学校の卒業者

（専門職大学前期課程の修了者を含む。次

号において同じ。）については７年以上、

同条第４号に規定する学校の卒業者につ

いては９年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(4) 前条第１号、第３号及び第４号に規定す

る学校において、工学、理学、農学、医学

及び薬学に関する学科目並びにこれらに

相当する学科目以外の学科目を修めて卒

業した後、同条第１号に規定する学校の卒

業者については５年以上、同条第３号に規

定する学校の卒業者については７年以上、

同条第４号に規定する学校の卒業者につ

いては９年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

   附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第６７号 

平成３０年度美濃加茂市一般会計補正予算（第８号） 

平成３０年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３３５，００４千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２２，００９，７６０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

平成３０年１１月３０日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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第 ２ 表

（変更）

千円 千円 千円 千円 

36,353

平成３０年度 24,235学校施設
長寿命化
計画策定
事業

９　教育費
１　教育総
務費

60,588

平成３１年度

款 項 事　業　名
総　額 年　度 年割額

補　正　前 補　正　後

継　　　　続　　　　費　　　　補　　　　正

総　額 年　度 年割額

15,600

平成３０年度 6,240

平成３１年度 9,360
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第 ３ 表

（追加）
（単位：千円）

期　　間 限　　 度　  額

自　平成３１年度

至　平成３５年度
中山道会館管理運営業務 70,675

債　　務　　負　　担　　行　　為　　補　　正

事　　　　　　　項
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第 ４ 表

（追加）

起 債 の 目 的 起債の方法

（変更）

　起　債　の　目　的

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 千円

みのかも健康の森整
備事業

9,700 12,100 変更なし 変更なし 変更なし

加茂川総合内水対策
事業

74,200 66,100

美濃加茂市西部地区
整備事業

108,000 116,100

　政府資金に
ついては、その
融資条件によ
り、銀行その他
の場合にはそ
の借入先と協
定するものによ
る。ただし、市
財政の都合に
より繰上償還
又は低利に借
換えすることが
できる。

証書借入

補　　　　　正　　　　　前

　年1.8％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

補　　　　　正　　　　　後

利　　率

　年1.8％以内（ただし、
利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方
公共団体金融機構資金
について、利率の見直し
を行った後においては、
当該見直し後の利率）

償還の方法

　政府資金につ
いては、その融資
条件により、銀行
その他の場合に
はその借入先と
協定するものによ
る。ただし、市財
政の都合により繰
上償還又は低利
に借換えすること
ができる。

起 債 の 目 的

証書借入

限　　度　　額

230,300

千円

借換債
（平成２４年度発行市
債借換債）

地　　方　　債　　の　　補　　正
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１　特別職

報酬 給料
期末手当
（千円）

地域
手当

寒冷地
手当

その他
の手当

計

（千円） （千円）
年間支給率
（月分）

（千円） （千円） （千円） （千円）

26,952 11,899 8,086 46,937 6,492 53,429

(4.45)

議　員 16 101,672 101,672 26,612 128,284

その他の
特別職

1,158 48,926 48,926 48,926

計 1,177 150,598 26,952 11,899 8,086 197,535 33,104 230,639

26,952 11,860 8,086 46,898 5,841 52,739

(4.4)

議　員 16 101,672 101,672 26,612 128,284

その他の
特別職

1,158 48,926 48,926 48,926

計 1,177 150,598 26,952 11,860 8,086 197,496 32,453 229,949

長　等 39 39 651 690

議　員

その他の
特別職

計 39 39 651 690

比
較

共済費
（千円）

合計
（千円）

区分
職員数
（人）

長　等

長　等

補
正
後

給　　　与　　　費

3

3

備考

給 与 費 明 細 書

補
正
前
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２　一般職
（１）総括

317

（0）

325

（3）

△ 8

（△3）

（　）内は短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

管理職
員特別
勤務手
当

単身赴
任手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

31,552 35,159 12,823 16,885 30 89,091 37,286 252,936 190,196 1,025 164,957 579 648

補
正
前

30,036 35,243 10,686 15,127 30 84,910 35,926 253,070 185,489 1,025 164,416 579 744

比
較

1,516 △ 84 2,137 1,758 4,181 1,360 △ 134 4,707 541 △ 96

職
員
手
当
の
内
訳

給料
（千円）

報酬
（千円）

区
分

区分

職員数
（人）

1,106,328
補
正
後

比
較

備考
共済費
（千円）

合計
（千円）計

（千円）

給          与          費

職員手当
（千円）

833,167 1,939,495 373,177 2,312,672

15,913△ 10,052 15,886 5,834 10,079

2,296,759
補
正
前

1,116,380 817,281 1,933,661 363,098
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分
増減額
(千円)

説明

△ 10,052 給与改定に 2,490 給与改定率（0.23％）

伴う増減分

その他の △ 12,542 新陳代謝・人事異動

増減分 に伴う増減分

15,886 給与改定に 5,931 地域手当 75

伴う増減分 期末手当 615

勤勉手当 4,867 勤勉手当　0.05月分増

退職手当負担金 374

その他の 9,955 扶養手当 1,516

増減分 地域手当 △ 159

住居手当 2,137

通勤手当 1,758

時間外手当 4,181

管理職手当 1,360

期末手当 △ 749

勤勉手当 △ 160

退職手当負担金 167

単身赴任手当 △ 96

給
料

職
員
手
当

増減事由
別内訳(千円)

備考
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（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

高校卒

大学卒 180,700 180,700

148,600 148,600

一般行政職（円）

国の制度
一般行政職（円）区　分

区　　　分

平均給与月額(円）平成30年10月1日現在

平均年齢（歳）

平均給料月額(円） 299,872

―

―

単純労務職一般行政職

41.9

―381,344
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ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1級 41 13.09 1級 1 100.00

2級 85 27.17 2級

3級 49 15.65 3級

4級 53 16.93 4級

5級 41 13.10 5級

6級 37 11.82 

7級 7 2.24 

計 313 100.00 計 1 100.00

1級 52 16.56 1級 1 50.00 

2級 73 23.25 2級 1 50.00 

50 15.92 

（2） （66.67）

65 20.70 

（1） （33.33）

5級 34 10.83 5級

6級 32 10.19 

7級 8 2.55 

314 100.00 2 100.00 

（3） （100.00）

（　）内は短時間勤務職員数を計上

（30年度　級別の標準的な職務内容）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

区　　分

平成29年10月1日現在

一般行政職 課長補佐主事・技師 主任

平成30年10月1日現在

3級 3級

単純労務職一般行政職

部長主任主査 係長 課長

計 計

4級 4級

- 90 -



エ　昇給

一般行政職 単純労務職

(人） 314 313 1

(人） 272 271 1

1号給 (人） 16 16

2号給 (人）

3号給 (人） 13 13

4号給 (人） 111 110 1

6号給 (人） 132 132

8号給 (人）

（％） 86.6 86.6 100.0

(人） 321 320 1

(人） 260 259 1

1号給 (人）

2号給 (人）

3号給 (人） 35 35

4号給 (人） 225 224 1

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 81.0 80.9 100.0

昇給に係る職員数（B）

職員数（A）

昇給数別内訳

補
正
前

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

比率（B)／（A)

昇給数別内訳

代表的な職種
合計区　　　分

補
正
後

比率（B)／（A)
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オ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

2.125 2.325 4.45

（1.075） （1.275） （2.35）

2.125 2.275 4.4

（1.075） （1.225） （2.3）

2.125 2.325 4.45

（1.075） （1.275） （2.35）

（　）内は再任用職員の支給率を計上

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

キ　地域手当

3.0

316

3.0

備考

支給率（％）

支給対象職員数(人)

国の指定基準に
基づく支給率（％）

区
分

補
正
後

補
正
前

国
の
制
度

有

有

有
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ク　特殊勤務手当

一般行政職 単純労務職

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（平成30年10月1日現在）

3.4 3.4

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

区　　分

感染症防疫作業手当・行旅病人等取扱手当・犬猫等死体処理手当

差異の内容

代表的な職種
全職種
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国（県）支出金 地方債
９　教育費 千円 千円 千円

１　教育総学校施設長寿命化 平成
務費 計画策定事業 ３０年度

平成
３１年度

9,360

特定財源
　　左の特定財源

　　　　　全体計画

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名
年度 年割額

6,240
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その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

6,240

9,360

40.0

60.09,360

前前年度
末までの
支出額

前年度末
までの支
出（見込）
額

当該年度
支出予定
額

当該年度
末までの
支出予定
額

翌年度以
降支出予
定額

継続費の
総額に対
する進捗
率一般財源

6,240
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限 度 額
期  間 金  額

中山道会館管理運営業務
70,675

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの
事　　　　　項 支出（見込）額
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期  間 金  額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

H31-H35 70,675 70,675

当該年度以降の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳
支出予定額 特　　　定　　　財　　　源 一般財源
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前前年度末現 前年度末現在 当該年度末現

  在高　　　　　　　高見込額　　　 当該年度中 当該年度中元 在高見込額　

起債見込額 金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

１　普　通　債 6,083,470      6,044,656      641,550         777,655         5,908,551

（１）　総　　務　　 144,374         158,046         16,500           22,054           152,492

（２）　民　　生 64,724           34,625                               20,807           13,818

（３）　衛　　生                                                                                 

（４）　農　　林 357,957         290,641         24,280           80,451           234,470

（５）　商　　工 16,385           14,328                               2,087            12,241

（６）　土　　木 2,954,074      2,749,417      263,670         428,940         2,584,147

（７）　消　　防 107,399         129,990         21,700           12,734           138,956

（８）　教　　育 2,438,557      2,667,609      315,400         210,582         2,772,427

２　災害復旧債                     18,000                               18,000

（１）　補助災害                     10,600           10,600

（２）　単独災害                                         7,400            7,400

３　そ　の　他 7,924,257      7,869,864      950,150         946,173         7,873,841

（１）　県貸付金                                                                                 

（２）　減収補てん債等 338,300         261,720                             58,388           203,332

（３）　財源対策債等 403,830         298,643                             81,718           216,925

（４）　臨時財政対策債 7,182,127      7,309,501      950,150         806,067         7,453,584

14,007,727     13,914,520     1,609,700      1,723,828      13,800,392

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及

び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区   　　   分

合　　　計
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議第６８号 

平成３０年度美濃加茂市国民健康保険会計補正予算（第２号） 

平成３０年度美濃加茂市の国民健康保険会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４，６５５千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，２８８，８２３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

平成３０年１１月３０日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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１　一般職
（１）総括

補
正
後

9

補
正
前

8

比
較

1

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

1,176 920 282 195 4,062 6,899 4,803 4,447

補
正
前

1,116 823 282 195 4,062 6,020 4,138 3,610

比
較

60 97 879 665 837

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

6,298

55,010

区分

5,6982,5383,160

8,453

600

20,246

共済費
（千円）

合計
（千円）計

（千円）

職員数
（人）

22,784 52,255 9,053

給          与          費

61,308

46,557

職
員
手
当
の
内
訳

給料
（千円）

報酬
（千円）

26,311

職員手当
（千円）

29,471

区
分
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

3,160 給与改定に 84 給与改定率（0.29％）

伴う増加分

その他の 3,076 人事異動・その他に

増減分 伴う増減分

2,538 給与改定に 184 地域手当 3

伴う増加分 期末手当 19

勤勉手当 149 勤勉手当　0.05月分増

退職手当負担金 13

その他の 2,354 扶養手当 60

増減分 地域手当 94

期末手当 860

勤勉手当 516

退職手当負担金 824

職
員
手
当

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

給
料
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（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

180,700

一般行政職（円）

区　分

大学卒 180,700

319,754 ―

単純労務職一般行政職区　　　分

平均給与月額(円）

平均年齢（歳）

平成30年10月1日現在

平均給料月額(円） 269,275

高校卒 148,600 148,600

36.9

―

―

一般行政職（円）

国の制度
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ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 22.22

2級 3 33.34

3級 2 22.22

4級 1 11.11

5級 1 11.11

6級

7級

計 9 100.00

1級 3 37.50

2級 1 12.50

3級 2 25.00

4級 2 25.00

5級

6級

7級

計 8 100.00

（30年度　級別の標準的な職務内容）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

一般行政職 主事 主任

一般行政職
区　　分

平成30年10月1日現在

平成29年10月1日現在

部長主任主査 係長 課長課長補佐
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エ　昇給

代表的な職種

一般行政職

(人） 9 9

(人） 9 9

2号給 (人）

3号給 (人）

4号給 (人） 4 4

6号給 (人） 5 5

8号給 (人）

（％） 100.0 100.0

(人） 8 8

(人） 7 7

2号給 (人）

3号給 (人）

4号給 (人） 7 7

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 87.5 87.5

職員数（A）

昇給数別内訳

昇給数別内訳

補
正
前

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

比率（B)／（A)

合計区分

補
正
後

比率（B)／（A)

昇給に係る職員数（B）
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オ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

本
年
度

2.125 2.325 4.45 有

前
年
度

2.125 2.275 4.4 有

国
の
制
度

2.125 2.325 4.45 有

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

キ　地域手当

3.0

9

3.0

備考

支給率（％）

支給対象職員数(人)

国の指定基準に
基づく支給率（％）

区
分
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ク　特殊勤務手当

一般行政職 単純労務職

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（平成30年10月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

代表的な職種
全職種区　　分

差異の内容
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議第６９号 

平成３０年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第２号） 

平成３０年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７，１３０千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２３６，４９２千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正（保険事業勘定）」による。 

平成３０年１１月３０日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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１　一般職
（１）総括

補
正
後

15

補
正
前

14

比
較

1

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

678 1,478 312 758 2,420 1,496 10,367 7,360 7,391

補
正
前

678 1,589 597 2,420 1,496 11,667 8,655 7,658

比
較

△ 111 312 161 △ 1,300 △ 1,295 △ 267

区分

報酬
（千円）

△ 900

計
（千円）

100,444

△ 3,730

34,760

△ 6,230

79,578

職
員
手
当
の
内
訳

△ 2,500

共済費
（千円）

合計
（千円）給料

（千円）

14,63685,80851,048

△ 7,130

47,318

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

93,314

備考
職員手当
（千円）

職員数
（人）

区
分

給          与          費

32,260 13,736
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

△ 3,730 給与改定に 139 給与改定率（0.27％）

伴う増加分

その他の △ 3,869 人事異動・その他に

増減分 伴う増減分

△ 2,500 給与改定に 274 地域手当 5

伴う増加分 期末手当 27

勤勉手当 221 勤勉手当　0.05月分増

退職手当負担金 21

その他の △ 2,774 地域手当 △ 116

増減分 住居手当 312

通勤手当 161

期末手当 △ 1,327

勤勉手当 △ 1,516

退職手当負担金 △ 288

職
員
手
当

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

給
料
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（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

180,700

一般行政職（円）

区　分

大学卒 180,700

329,897 ―

単純労務職一般行政職区　　　分

平均給与月額(円）

平均年齢（歳）

平成30年10月1日現在

平均給料月額(円） 281,998

高校卒 148,600 148,600

39.4

―

―

一般行政職（円）

国の制度
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ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 13.33

2級 8 53.33

3級 1 6.67

4級

5級 3 20.00

6級 1 6.67

7級

計 15 100.00

1級 3 21.43

2級 4 28.56

3級 1 7.14

4級 2 14.29

5級 2 14.29

6級 2 14.29

7級

計 14 100.00

（30年度　級別の標準的な職務内容）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

係長 課長課長補佐

一般行政職
区　　分

平成30年10月1日現在

一般行政職

平成29年10月1日現在

主事 主任 部長主任主査
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エ　昇給

代表的な職種

一般行政職

(人） 15 15

(人） 12 12

2号給 (人）

3号給 (人） 1 1

4号給 (人） 9 9

6号給 (人） 2 2

8号給 (人）

（％） 80.0 80.0

(人） 14 14

(人） 13 13

2号給 (人）

3号給 (人）

4号給 (人） 13 13

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 92.9 92.9

職員数（A）

昇給数別内訳

昇給数別内訳

補
正
前

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

比率（B)／（A)

合計区　　分

補
正
後

比率（B)／（A)

昇給に係る職員数（B）
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オ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

本
年
度

2.125 2.325 4.45 有

前
年
度

2.125 2.275 4.4 有

国
の
制
度

2.125 2.325 4.45 有

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

キ　地域手当

3.0

15

3.0

備考

支給率（％）

支給対象職員数(人)

国の指定基準に
基づく支給率（％）

区
分
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ク　特殊勤務手当

一般行政職 単純労務職

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（平成30年10月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

代表的な職種
全職種区　　分

差異の内容
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議第７０号 

指定管理者の指定について 

太田宿中山道会館の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

１ 公の施設の名称 

 太田宿中山道会館 

２ 指定管理者となる団体の名称等 

 特定非営利活動法人 宿木 

   理事長 佐 光 重 廣 

３ 指定管理者となる団体の所在地 

 美濃加茂市太田本町三丁目３番３１号 

４ 指定の期間 

 平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議第７１号 

指定管理者の指定について 

美濃加茂市障害者支援施設ひまわりの家の指定管理者を指定するため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を

求める。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

１ 公の施設の名称 

 美濃加茂市障害者支援施設ひまわりの家 

２ 指定管理者となる団体の名称等 

社会福祉法人 美濃加茂市社会福祉協議会 

   会長 日比野 和 郎 

３ 指定管理者となる団体の所在地 

 美濃加茂市新池町三丁目４番１号 

４ 指定の期間 

 平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議第７２号

   市道路線の廃止について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとお

り市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議会の議決を求める。

  平成３０年１１月３０日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
信友２７

１号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６１４番１地先   

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６３６番１地先

２ 
信友２７

２号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６４４番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６４５番１地先

３ 
信友２７

３号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６４１番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６４５番１地先

４ 
信友２７

４号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６３７番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６４１番１地先

５ 
信友２７

５号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６５４番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６３７番１地先

６ 
信友２７

７号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６７８番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６７８番１地先

７ 
信友２７

８号線

美濃加茂市下米田町信友字天神洞６８７番１地先

美濃加茂市下米田町信友字天神洞７０３番１地先
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議第７３号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  平成３０年１１月３０日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
前平５１

６号線

美濃加茂市前平町二丁目７８番９地先

美濃加茂市前平町二丁目７８番５地先

２ 
本郷６９

１号線

美濃加茂市本郷町七丁目字薮田６２１番６地先

美濃加茂市本郷町七丁目字薮田６２１番１１地先

３ 
西脇２９

９号線

美濃加茂市下米田町西脇字深渡１０番１地先

美濃加茂市下米田町西脇字深渡１０番１０地先
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議第７４号 

損害賠償の額を定めることについて 

次のとおり車両に損害を与えた事故による損害賠償の額を定めることについて、

議決を求める。 

平成３０年１１月３０日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

１ 損害賠償の総額     ９１７，５３１円 

  上記金額の内訳 

(1) 車両修理代    ６９０，５３１円 

   (2) 代車費用     ２２７，０００円 

２ 損害賠償の相手方  岐阜県美濃加茂市本郷町７丁目３番４０号 

            野 村 有 加 

            岐阜県各務原市鵜沼東町７－６６－１ 

            テラスノバ鵜沼アネックス５０５ 

            瀬 上 百 合 
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